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平成 14 年より増加傾向にあり、平成 18 年に 2,769 件に達したあと、翌 19
年には若干減少して 2,757 件となり、その後再び 3,000 件を超えるまで増加
し、その後横ばい状態で推移し、平成 22 年では、3,114 件となっている。一
方、同年の DV センターにおける相談件数は 77,334 件、警察における暴力
相談件数は 33,852 件、婦人相談所における一時保護件数は 12,160 件となっ
ている⑵。以上のデータから考えると、保護命令の申立件数は、警察への相
談件数の 10 分の 1、DV センターへの相談件数の 25 分の 1、一時保護件数
の 4 分の 1 でしかない。これは、保護命令の申立に至るようなリスクの高い
⑴　保護命令申立の際の、裁判所窓口での支援の困難性について、町村泰貴（2011）ド
メスティック・バイオレンス保護命令の実効性」北大法学論集 61 巻 6 号、63-80 頁参照。
⑵　内閣府男女共同参画局「配偶者からの暴力に関するデータ」（平成 23 年 7 月 11 日更
新）http://www.gender.go.jp/e-vaw/data/dv_dataH2307.pdf　
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ケースは、相談事例のごく一部でしかない、ということだろうか。








への相談は、6.5% の警察が最も高く、他はいずれも 2% 前後にすぎない（複
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令手続規則の解説を中心に」判タ 1067 号 6 頁、
⑾　深見敏正＝髙橋文淸（2001）「東京地裁及び大阪地裁における DV 防止法に基づく保
護命令手続の運用」判タ 1067 号 20 頁。
⑿　菅野・前掲注 11：6 頁。
⒀　深見敏正＝森崎英二＝後藤眞知子（2002）「DV 防止法の適正な運用を目指して」判


















































能な東京地方裁判所の書式を例にとると、9 頁にわたる「書式 44 配偶者暴
力に関する保護命令申立書」⒃があり、ここに、「配偶者からの身体に対する
暴力又は生命等に対する脅迫を受けた状況」（第 12 条 1 項 1 号）や、「配偶
⒂　裁判所「保護命令手続きについて」ttp://www.courts.go.jp/saiban/wadai/2306/index.
html
⒃　裁判所の HP から、裁判所トップページ > 各地の裁判所 > 東京地方裁判所 > 裁判




















































































る。（女性に対する暴力に関する専門調査会議事録，2001 年 5 月 21 日。http://www.
gender.go.jp/danjo-kaigi/boryoku/gijiroku/bo02-g.html）
23　坂田威一郎（2002）「アメリカ合衆国ミシガン州における保護命令制度とその運用（各
国の司法制度紹介）」世界の司法第 3 号、29 頁。
24　宮田敬子（2002）「ドメスティック・バイオレンスに対する保護命令」世界の司法第
3 号、92 頁。











































されるに至っている。平成 21 年 4 月 1 日現在、47 都道府県 444 名（うち婦
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民間シェルターの相談員がサービスを提供する方が、被害者のニーズに添う
ものとなるかもしれない。これは、女性相談員の行政組織上の地位のありか
た如何による。
このように、理論上はいくつかの選択肢が考えられるが、いずれが適切
かは、DV 被害者支援の鉄則として語られることの多い、専門家の持つ権力
性の自覚という点からも検討する必要がある31。いずれの立場であっても、
DV 被害者支援に携わる場合、研修等によって、この点はトレーニングを受
けていると考えられるが、被害者の視点から考えたとき、職種によっては、
その社会的なイメージから、対等に話ができるとはなかなか思えない場合も
あるのではないだろうか。加害者から支配―服従の関係を強要され、自己主
張を抑えられてきた被害者が、支援者との間でも、そのような関係性を再現
することのないよう、いずれの職種が保護命令申立手続の支援を担当するに
しても、この点の配慮を欠かすことはできないだろう。
保護命令制度全体からみたとき、申立書作成の支援は、小さな点にしか見
えないかもしれない。しかし、利用者が法制度に接する最初のポイントで、
どのような体験をするかは、その後の法利用を左右する大きな要因となりえ
ると思われる。保護命令制度自体には他にもいくつかの問題点があり、申立
作成支援が適切に実現されたとして、それが積極的な制度利用に直結すると
は言い切れないが、DV 被害者の安全確保を目的として創設された保護命令
制度の実効性を上げる、より適切な制度設計を考えるために、申立書作成支
援のありかたが見直される必要があると思われる。
31　この点については、鈴木隆文・麻鳥澄江（2004）『ドメスティック・バイオレンス―
援助とは何か　援助者はどう考え行動すべきか（改訂版）』教育史料出版会、参照。
